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（
行
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の
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令和元年月日 月曜日 第号官 報

〔
府
令
・
省
令
〕

〇
民
間
公
益
活
動
を
促
進
す
る
た
め
の
休
眠

預
金
等
に
係
る
資
金
の
活
用
に
関
す
る
法

律
附
則
第
二
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
読

み
替
え
て
適
用
す
る
同
法
第
八
条
に
規
定

す
る
内
閣
府
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
日

を
定
め
る
命
令
（
内
閣
府
・
財
務
二
）

〔
省

令
〕

〇
特
定
国
内
種
事
業
に
係
る
届
出
等
に
関
す

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
農
林
水
産
・
環
境
一
）

〇
絶
滅
の
お
そ
れ
の
あ
る
野
生
動
植
物
の
種

の
保
存
に
関
す
る
法
律
第
五
十
二
条
の
規

定
に
よ
る
負
担
金
の
徴
収
方
法
等
に
関
す

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
経
済
産
業
・
環
境
一
）

〇
特
定
国
際
種
事
業
に
係
る
届
出
及
び
特
別

国
際
種
事
業
に
係
る
登
録
等
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
同
二
）

〔
告

示
〕

〇
民
間
公
益
活
動
を
促
進
す
る
た
め
の
休
眠

預
金
等
に
係
る
資
金
の
活
用
に
関
す
る
法

律
第
十
一
条
に
規
定
す
る
内
閣
総
理
大
臣

及
び
財
務
大
臣
が
定
め
る
額
を
定
め
る
件

（
内
閣
府
・
財
務
一
）

〇
土
地
家
屋
調
査
士
法
第
三
条
第
二
項
第
一

号
の
規
定
に
よ
る
研
修
の
指
定
に
関
す
る

件
（
法
務
三
九
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第

一
項
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
同
法
別
表

第
一
の
五
の
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
活
動
を

定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
四
〇
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
施
行
規
則

別
表
第
四
の
法
別
表
第
一
の
五
の
表
の
特

定
活
動
の
項
の
下
欄
に
掲
げ
る
活
動
（
特

定
活
動
）
の
項
下
欄
の
規
定
に
基
づ
き
法

務
大
臣
が
定
め
る
者
を
定
め
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
同
四
一
）

〇
円
借
款
の
供
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
共
和
国
政
府
と
の
間
の
書

簡
の
交
換
に
関
す
る
件
（
外
務
四
一
）

〇
登
録
有
形
文
化
財
の
管
理
団
体
を
指
定
す

る
件
（
文
化
庁
四
）

〇
医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性

及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
施

行
規
則
第
十
二
条
第
一
項
の
登
録
を
受
け

た
試
験
検
査
機
関
が
試
験
検
査
の
業
務
の

全
部
を
廃
止
す
る
旨
の
届
出
が
あ
っ
た
旨

を
公
示
す
る
件
（
厚
生
労
働
三
四
）

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

四
国
地
方
整
備
局
公
示（
四
国
地
方
整
備
局
）

国
土
調
査
法
に
よ
る
地
図
及
び
簿
冊
の
作
成

公
告
（
国
土
交
通
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
土
地
家
屋
調
査
士
懲
戒
処
分
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他

〇
種
苗
法
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

き
品
種
登
録
出
願
を
公
表
す
る
件

（
農
林
水
産
四
二
四
）

〇
う
な
ぎ
養
殖
業
に
つ
き
、
そ
の
許
可
を
す

べ
き
水
産
動
植
物
の
総
量
及
び
許
可
を
申

請
す
べ
き
期
間
を
定
め
る
件（
同
四
二
五
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
同
四
二
六
〜
四
三
一
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
四
三
二
）

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
特
別
評
価
方
法
認
定
を

し
た
件
（
国
土
交
通
一
七
九
）

〇
駐
車
場
法
施
行
規
則
の
規
定
に
よ
り
登
録

認
証
機
関
の
登
録
事
項
の
変
更
の
届
出
が

あ
っ
た
件
（
同
一
八
〇
）

〇
海
上
保
安
庁
の
船
舶
の
番
号
及
び
標
識
の

一
部
を
改
正
す
る
告
示（
海
上
保
安
庁
五
）

〇
海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害
の
防
止
に
関

す
る
法
律
に
基
づ
く
登
録
確
認
機
関
の
代

表
者
の
変
更
の
件
（
同
六
）

〇
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉

の
規
制
に
関
す
る
法
律
施
行
令
に
基
づ
き

原
子
炉
又
は
製
錬
施
設
等
を
定
め
る
告
示

及
び
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原

子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
規

定
に
基
づ
き
国
家
公
安
委
員
会
等
と
の
関

係
を
定
め
る
告
示
の
一
部
を
改
正
す
る
告

示
（
原
子
力
規
制
委
二
）

〇
暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等

に
関
す
る
法
律
第
三
条
の
規
定
に
基
づ
き

暴
力
団
を
指
定
す
る
件

（
東
京
都
公
安
委
五
一
）

〇
暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等

に
関
す
る
法
律
第
三
条
の
規
定
に
基
づ
き

暴
力
団
を
指
定
す
る
件

（
兵
庫
県
公
安
委
四
三
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

厚
生
労
働
省

最
高
裁
判
所
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